
 

病気、出産、育児、不妊治療、疾病などですぐに働けない方は

 
 

１．離職票－１　�氏名や口座番号などを記入してください。（下の記入例を参照）ただし、個人番号欄はハローワークに来
所してから、窓口でご本人様が記載してください。下記３の書類を必ず持参してください。

２．離職票－２
３．マイナンバーカード
　�　マイナンバーカードをお持ちでない方は、次の①個
人番号及び②身元（実在）確認書類をお持ちください。
　①　個人番号確認書類（いずれか１種類）
　　　通知カード、個人番号の記載のある住民票（住民

票記載事項証明書）
　②　身元（実在）確認書類（⑴のうちいずれか１種類。

⑴の書類をお持ちでない方は、⑵のうち異なる２種
類（コピー不可））

　　⑴　運転免許証、運転経歴証明書、官公署が発行し
た身分証明書・資格証明書（写真付き）など

　　⑵　公的医療保険の被保険者証、児童扶養手当証書など
４．本人の印鑑（認印・スタンプ印以外）
５．写真２枚（最近の写真、正面上半身、タテ３.０㎝×ヨコ２.５㎝。１枚は離職票－２の下部にある写真貼付欄に貼付し
てください）
　※本手続及びこれに続き今後行う支給申請ごとにマイナンバーカードを提示する場合には顔写真を省略することが可能で

す。
６．本人名義の預金通帳（一部の金融機関を除く）
７．船員であった方は船員保険失業保険証および船員手帳

　雇用保険の求職者給付を受給するためには、みなさまの住所を管轄するハローワーク（８ページ参
照）へ、ご自身で求職申し込み（７ページ参照）などの手続きをしてください。
　なお、主として県内の別のハローワークで求職活動を行う方は、ご相談ください。

 

※受給手続きには個人番号確認書類（マイナンバーカード等）が必要です。
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①　家事に専念する方
②　昼間学生、または昼間学生と同様の状態と認めら
れる等、学業に専念する方

③　家事に従事し職業に就くことができない方
④　自営を開始、または自営準備に専念する方
　　（求職活動中に創業の準備・検討を行う方は支給
可能な場合があります。）

⑤　次の就職が決まっている方
⑥　雇用保険の被保険者とならないような短時間就労
のみを希望する方

⑦　自分の名義で事業を営んでいる方

⑧　会社の役員等に就任している方
　　（就任の予定や名義だけの役員も含む）
⑨　就職・就労中の方（試用期間を含む）
⑩　パート、アルバイト中の方（※週あたりの労働時
間が20時間未満の場合、就労した日、収入額の
申告が必要となりますが、その他失業している日
については基本手当の支給を受けることが可能な
場合があります。）

⑪　同一事業所で就職、離職を繰り返しており、再び
同一事業所に就職の予定がある方



http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000135026.html
　※�有期契約を反復更新している方（契約期間が計３年未満）で契約期間が短期間となるなど労働条件の低下があり、さらに本人が契約更
　　新を希望したにもかかわらず不更新条項がついた場合等は、特定理由離職者に該当する場合があります。

注　契約期間満了で離職した方でも、２か月又は３か月（給付制限）が経過した後に支給開始となる場合があります。

２か月又は



（不妊治療を含む）



支給終了後も職業相談はいつでも受け付けています。
お気軽に、ハローワークをご利用ください。

自己都合、懲戒解雇で退職された方は、待期満了の翌日からさらに３か月
間基本手当は支給されません。なお、令和２年１０月１日以降に自己都合に
より離職された方は、５年のうち２回までは、待期満了の翌日からさらに
２か月間基本手当は支給されません。これを「給付制限」といいます。



※　ハローワークへの求職の申し込み（離職票の提出）の前に、採用が内定していた事業主に雇用された
　場合は支給されません。

（注）



求職申込み手続きのご案内

求職者マイページのご案内

　求職申込み手続きは、どのハローワークでも受け付けています。
　ただし、雇用保険受給手続きなどを行う場合は、住所を管轄するハローワークで手続きする必要があ
ります。

申込み方法①：ハローワーク内に設置されたパソコン（検索・登録用端末）で、求職申込み情報を入力（仮
登録）後に、窓口で申込み手続きを行う。

　　　　　　　※　求職申込書（筆記式）をご用意しています。

申込み方法②：ご自宅のパソコンやタブレット、スマートフォンから、「ハローワークインターネットサー
ビス」にアクセスし、事前に求職申込み情報を入力（仮登録）したうえで、ハローワー
クに出向いて申込み手続きを行う。

　　　　　　　※　入力（仮登録）完了後14日以内（期限日が閉庁日の場合は前開庁日まで）にハローワークにお越しください。
　　　　　　　※　ご自宅などで事前に仮登録することで、ハローワークにお越しになられた際によりスムーズにお手続きできます。

求職申込み手続きの流れ

①ハローワーク内のパソコン（検索・登録用端末）で
　求職申込み情報を入力（仮登録）する
※「求職申込書」（筆記式）もご用意しています

②ご自宅のパソコンやスマートフォンから
　ハローワークインターネットサービスにアクセスし
　求職申込み情報を入力（仮登録）する

申込み手続きを行う
（申込み内容や希望条件の確認など）

求職申込み受付完了（ハローワーク受付票を交付）

（希望する場合）求職者マイページを開設する

〈窓口〉

職業相談、求人情報の提供、応募書類の作成アドバイス、職業紹介などの各種サービスをご利用いただけます

※入力完了後14日以内に
　ハローワークへ

〈留意事項〉
・　求職者マイページは、ハローワークおよびハローワークインターネットサービスを利用して就職活動を行うことを希望する方を対象に、求
人情報の検索・閲覧など仕事探しに必要なサービスを提供するものです。
・　「求職者マイページ」を開設するには、ハローワークへの求職登録が必要です。求職が無効となった場合、一部サービスが利用できなくな
ります。
・　マイページを開設するには、ログインアカウントとして使用するメールアドレス（パソコン、スマートフォンなど）が必要ですので、窓口
でご登録ください。なお、利用規約およびプライバシーポリシーに同意いただく必要があります。

　ハローワークインターネットサービス上に「求職者マイページ」を開設すると、ご自宅のパソコ
ンやタブレット、スマートフォンから以下のサービスが利用でき、お仕事探しがより便利になりま
す。開設を希望する方は、窓口にお申し出ください。
○求人の検索条件や気になった求人を保存することができます。
○ハローワークでご紹介した求人内容や応募履歴を確認することができます。
○メッセージ機能により、応募した求人の担当者とやりとりできます。ハローワークから求人情報
やお知らせをお送りする場合もあります。



ハローワーク名 郵便番号 電話番号 管　轄　区　域所　　在　　地

方
地
り
通
中

方
地
津
会

方
地
り
通
浜

　

福島運輸支局 福島県いわき市小名浜字船引場19
小名浜地方合同庁舎971-8101 0246（54）2311

福 島 960-8589 024（534）4121福島市狐塚17-40 福島市、伊達市、伊達郡

二 本 松 964-0906 0243（23）0343二本松市若宮2-162-5 二本松市、本宮市、安達郡

郡 山 963-8609 024（942）8609郡山市方八町2-1-26 郡山市、田村市、田村郡

須 賀 川 962-0865 0248（76）8609須賀川市妙見121-1 須賀川市、石川郡、岩瀬郡

白河市郭内1-136　白河小峰城合同庁舎白 河 961-0074 0248（24）1256 白河市、西白河郡、東白川郡

南 会 津 967-0004 0241（62）1101南会津郡南会津町田島字行司12 南会津郡

相 馬 976-0042 0244（36）0211相馬市中村1-12-1 相馬市、新地町

相 双 975-0032 0244（24）3531南相馬市原町区桜井町1-127 南相馬市、飯舘村

喜 多 方 966-0853 0241（22）4111喜多方市字千苅8374 喜多方市、耶麻郡
（磐梯町、猪苗代町を除く）

会津若松 965-0877 0242（26）3333会津若松市西栄町2-23 会津若松市、河沼郡、大沼郡
耶麻郡のうち磐梯町、猪苗代町

い わ き 970-8026 0246（23）1421いわき市平字堂根町4-11　いわき地方合同庁舎 いわき市（小名浜所、勿来所の
管轄区域を除く）

勿 来 974-8212 0246（63）3171いわき市東田町1-28-3

富 岡 979-1111 双葉郡0240（22）3121双葉郡富岡町大字小浜字大膳町109-1

地方運輸支局 郵便番号 電話番号 管　轄　区　域所　　在　　地

　※　震災・原子力発電所事故の影響により避難されている方は、最寄りのハローワークにてご確認ください。

小 名 浜 971-8111 0246（54）6666いわき市小名浜大原字六反田65-3
いわき市のうち江名、折戸、中之作、永崎、
小名浜、鹿島町、泉町、渡辺町、洋向台、
泉ヶ丘、泉玉露、湘南台、葉山

（公共職業安定所）

福島労働局職業安定課

ハローワーク（公共職業安定所）窓口のご利用について
※雇用保険の手続きは、月曜日～金曜日（休祝日・年末年始を除く）の８時30分～17時15分です。また、「受給資格決定」
の他に「求職の申込み」の手続きもあり、求職申込みには一定の時間がかかること等から、16時前までのご来所をお勧
めさせていただきます。
※職業相談には一定の時間がかかること等から、職業相談・職業紹介をご利用いただくにあたっての時間帯（夜間開庁や
土曜開庁の日は除いた平日）は、９時～17時の間のご利用をお勧めさせていただきます。
※ご来所の際は、駐車場が限られていますので、なるべく公共交通機関をご利用いただくようお願いいたします。

いわき市のうち植田町、中岡町、後田町、
仁井田町、高倉町、江畑町、添野町、石塚町、
東田町、佐糠町、岩間町、金山町、小浜町、
錦町、錦町中央、勿来町、川部町、沼部町、
瀬戸町、三沢町、山玉町、山田町、富津町、
南台、遠野町、田人町
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土曜開庁の日は除いた平日）は、９時～17時の間のご利用をお勧めさせていただきます。
※ご来所の際は、駐車場が限られていますので、なるべく公共交通機関をご利用いただくようお願いいたします。
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特例申請の要件 ＜次の①～⑤の全てを満たす事業であること＞

都道府県労働局・ハローワーク

特例申請の手続き

離職後に事業を開始等した方は

雇用保険受給期間の特例を申請できます

2022（令和４）年７月１日から

対象者
離職日の
翌日以後に

申 請
期 間

・事業を開始した日
・事業に専念し始めた日
・事業の準備に専念し始めた日

※ ただし、就業手当または再就職手当を支給申請し、
不支給となった場合は、この期間を超えても
これらの手当の支給申請日を特例の申請日として
受給期間の特例を申請できます。

対 象
期 間

（本来の受給期間）
１年間

起業等から
休廃業までの期間

最長３年間

提 出
方 法

本人来所または郵送
※代理の方の場合は、委任状が必要です。

提出先
住居所を管轄するハローワーク（受給資格決定
をそれ以外で行った場合は、そのハローワーク）

・事業を開始した方
・事業に専念し始めた方
・事業の準備に専念し始めた方

の翌日から
２か月以内

提出書類

① 受給期間延長等申請書

② 次のいずれか一方

③ 事業を開始等した事実と開始日を確認できる
書類

受給資格の決定を
受けていない場合

離職票－２

受給資格の決定を
受けている場合

受給資格者証

事業を開始した場合
または

事業に専念し始めた場合

・登記事項証明書
・開業届の写し
・事業許可証 等

事業の準備に
専念し始めた場合

・金融機関との金銭消費
貸借契約書の写し

・事務所貸借のための
賃貸借契約書の写し

等

① 事業の実施期間が30日以上であること。

② 「事業を開始した日」「事業に専念し始めた日」「事業の準備に専念し始めた日」の
いずれかから起算して30日を経過する日が受給期間の末日以前であること。

③ 当該事業について、就業手当または再就職手当の支給を受けていないこと。

④ 当該事業により自立することができないと認められる事業ではないこと。

※次のいずれかの場合は、④に該当します。
・雇用保険被保険者資格を取得する者を雇い入れ、雇用保険適用事業の事業主となること。
・登記事項証明書、開業届の写し、事業許可証等の客観的資料で、事業の開始、事業内容と事業所

の実在が確認できること。

⑤ 離職日の翌日以後に開始した事業であること。

※離職日以前に当該事業を開始し、離職日の翌日以後に当該事業に専念する場合を含みます。

事業開始等による受給期間の特例とは…

雇用保険の基本手当の受給期間は、原則、離職日の翌日から１年以内となっています。2022
年７月１日から、事業を開始等した方が事業を行っている期間等は、最大３年間受給期間に算入
しない特例を新設しました。これによって仮に事業を休廃業した場合でも、その後の再就職活動
に当たって基本手当を受給することが可能になります。



特例による
受給期間

４か月
受給可能な

期 間
事 業 の 実 施 期 間 （３年６か月）

事 業 の 実 施 期 間 （２年）

１ 離職日の翌日に起業して２年後に廃業したケース

本来の受給期間
１ 年

受 給 可 能 な 期 間

受給期間に算入しない期間
２ 年

２か月

特例申請

離職日の翌日 本来の受給期間満了日 休廃業日の翌日

この特例の対象は、2022年７月１日以降に「事業を開始した場合」「事業に専念し始めた場合」「事業の準備に専念し始
めた場合」のいずれかです。
以下のような場合にはご留意ください。

受給期間満了日

事業開始日

前 職

詳しくは最寄りのハローワークへお尋ねください。

特例の適用例

２ 離職日の２か月後に起業して３年６か月後に廃業したケース

本来の受給期間
１ 年

受給可能な期間

受給期間に算入しない期間
３ 年

２か月

特例申請

離職日の翌日 本来の受給期間満了日 休廃業日の翌日 受給期間満了日

前 職

２か月
受給期間に算入

2022年６月30日以前に事業を開始 2022年７月１日以降に事業に専念 特例の対象

2022年６月30日以前に
事業の準備に専念

2022年７月１日以降に事業を開始 特例の対象

事業を開始しなかった
特例の対象外

2022年６月30日以前に事業を開始し専念

留意事項

受 給 可 能 な 期 間

３ 受給期間が残り30日未満の日数で起業したケース

本来の受給期間
１ 年

事業の実施期間（６か月）

受給期間の特例は
適用されない

離職日の翌日 事業開始日 受給期間満了日 休廃業日

前 職

特例による受給期間
１ 年

受給期間
残29日

延長等申請書は、教育訓練給付適用対象期間延長申請と高年齢雇用継続給付延長申請ができる一体の様式になっていますが、
この２つの申請は、雇用保険受給期間の特例の対象ではありません。


